
「アドバンス・ケア・プランニング（ACP）」について 

 

１ 「アドバンス・ケア・プランニング（ACP）」とは。 

誰でも、いつでも、命に関わる大きな病気やケガをする可能性がある。命の危険が迫っ

た状態になると、約７０％の方が医療・ケアなどを自分で決めたり、望みを人に伝えたり

することが出来なくなると言われている。 

自らが希望する医療・ケアを受けるために、大切にしていることや望んでいること、ど

こで、どのような医療・ケアを望むかを自分自身で前もって考え、周囲の信頼する人たち

と話し合い、共有することが重要である。 

自らが望む人生の最終段階における医療・ケアについて、前もって考え、医療・ケアチ

ーム等と繰り返し話し合い共有する取組を「アドバンス・ケア・プランニング（ACP）」と

呼ぶ。 

 

２ 経緯 

（１）「末期医療に関するケアの在り方の検討会」（昭和６２年～平成元年） 

昭和６２年７月に第１回を開催し、平成元年６月に報告書を取りまとめるまでに、計

１４回にわたり検討会を開催した。がんによる末期医療を中心課題として、１）末期医

療の現状、２）末期医療のケア、３）施設、在宅での末期医療、４）一般国民の理解な

どについて検討した。 

（２）「末期医療に関する国民の意識調査等検討会」（平成５年） 

平成５年２月に第１回を開催し、平成５年３月に、末期医療に関する意識調査を実施

した。平成５年８月に報告書を取りまとめるまでに、計４回にわたり検討会を開催した。

主に、１）末期医療に対する国民の関心、２）苦痛を伴う末期状態における延命治療、

３）患者の意思の尊重とリビング・ウィル、４）尊厳死と安楽死などについて検討した。 

（３）「末期医療に関する意識調査等検討会」（平成９年～平成１０年） 

平成９年８月に第１回を開催し、平成１０年１月から３月にかけて、末期医療に関す

る意識調査を実施した。平成１０年６月に報告書を取りまとめるまでに、計５回にわた

り検討会を開催した。主に、１）末期医療における国民の意識の変化、２）国民と医療

従事者との意識を通じて見た末期医療、３）適切な末期医療の確保に必要な取り組みな

どについて検討した。 

（４）「終末期医療に関する調査等検討会」（平成１４年～平成１６年） 

平成１４年１０月に第１回を開催し、平成１５年２月から３月にかけて、終末期医療

に関する意識調査を実施した。平成１６年７月に報告書を取りまとめるまでに、計７回

にわたり検討会を開催した。主に、１）患者に対する説明と終末期医療の在り方、２）  

末期状態における療養の場所、３）癌疼痛療法とその説明、４）終末期医療体制の充実

についてなどについて検討した。 
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（５）「 終末期医療の決定プロセスのあり方に関する検討会」（平成１９年） 

平成１８年３月に報道された、富山県射水市民病院における人工呼吸器取り外し事件

を契機として、「尊厳死」のルール化の議論が活発になったことから、コンセンサスの得

られる範囲に限ったルール作りを進めることとなった。平成１９年１月より３回にわた

り「終末期医療の決定プロセスのあり方についての検討会」を開催し、同年５月に「終

末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」及び「終末期医療の決定プロセスに関

するガイドライン 解説編」を策定した。 

終末期のあり方を決定する際には、適切な情報提供と説明に基づいて患者が医療従事

者と話し合い、患者本人による決定を基本とすることや、終末期医療の内容は医師の独

断ではなく、医療・ケアチームによって慎重に判断することなどが盛り込まれた。 

（６）「終末期医療のあり方に関する懇談会」（平成２０年～平成２２年） 

平成２０年１月に第１回「終末期医療に関する調査等検討会」を開催し、平成２０年

３月に終末期医療に関する意識調査を実施した後、平成２０年１０月からは厚生労働大

臣主催の「終末期医療のあり方に関する懇談会」として開催し、平成２２年１２月に報

告書を取りまとめるまでに、７回の検討会と懇談会、２回のワーキングを開催した。意

識調査の結果を踏まえ、主に１）終末期のあり方を決定する際のプロセスの充実とリビ

ング・ウィルについて、２） 終末期医療に関する患者・家族と医療福祉従事者間の情報

格差、３）終末期医療体制の整備と医療福祉従事者に対する知識の普及、４）緩和ケア

について、５）家族ケア・グリーフケアなどについて検討された。 

（７）「人生の最終段階における医療体制整備事業（モデル事業）」（平成２６年度～平成

２７年度） 

患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療・ケアを実現するため、医療機関

において、「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」に則っ

て、患者の人生の最終段階における医療ケアなどに関する相談に乗る体制を構築するこ

とにより、人生の最終段階における医療に係る適切な相談体制のあり方を検討し、その

体制整備について検討された。 

・平成 26年度・27年度はモデル事業として実施。26年度 10か所 24名、27年度５か

所 25名が研修を終了。 

（８）人生の最終段階における医療体制整備事業（平成２８年度～平成３０年度） 

平成 26、27年度のモデル事業の成果を踏まえ、人生の最終段階における医療・ケアに

関する患者の相談に対応できる医療・ケアチーム(医師、看護師等)の育成研修を実施する。 

人生の最終段階における医療に関する患者の相談に適切に対応できる体制を強化する

ため、平成 26・27 年度のモデル事業の成果を踏まえ、平成 28 年度から医療・ケアチー

ム（医師、看護師等）の育成研修を全国８ブロックで実施するとともに、人材育成研修

会の拡充と継続性の担保のために講師人材の育成を実施。平成 29年度からは住民への普

及啓発も実施している。 



・平成 28年度は 214チーム、751名が相談員研修を受講。90名の講師人材を育成。 

・平成 29 年度は 277 チーム、979 名が相談員研修を受講。61 名の講師人材を育成。

市民公開講座は参加者 129名。 

・平成 30年度は全国 12か所で相談員研修会を実施中。97名の講師人材を育成。 

 

３ 参考 

（１）「人生の最終段階における医療に関する意識調査」（平成 29 年度、平成 24 年度、

平成 19年度実施） 

（２）「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」（平

成 30年 3月改訂） 

  人生の最終段階における医療・ケアについては、医療従事者から適切な情報提供と説 

明がなされたうえで、本人と医療・ケアチームとの合意形成に向けた十分な話し合い

を踏まえた本人による意思決定を基本とし、多専門職種から構成される医療・ケアチ

ームとして方針の決定を行うことが重要である。 

このため、 人生の最終段階を迎えた本人や家族等と医療・ケアチームが、最善の医

療・ケアを作り上げるための合意形成のプロセスを示すものとして、「人生の最終段階

における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」を策定 

（３）平成 30 年 11 月 30 日に ACP アドバンス・ケア・プランニング の愛称 を 「人

生会議」と決定 

（４）平成 31 年 4 月 24 日「ロゴマーク」決定 
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